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～岩手・当時の首長等、４割だけが合併して良かった～

▼研究の概要（背景・目標）

本研究では、「自治体戦略2040構想研
究会」報告書が公表され、将来の自治体
行政の大きな転換が提起される中、「平
成の大合併」までさかのぼり、岩手を事
例に、①合併協議の全実態、②合併効果
を明らかにし、自治を問い直してみた。

▼研究の成果（結論・考察）

合併の評価は、非常に良かった０人、
少し良かった７人、少し悪かった３人、
非常に悪かった２人、どちらとも言えな
い４人である。人口・財政規模や財政力
などの点で「小さい」自治体の首長、議
会議長の評価は総じて低かった。とくに
合併後のまちづくり等を巡る約束事が十
分に守られていないという根拠がある。

▼研究の内容（方法・経過）

本研究は、岩手における合併ケースの
中で最多である２つの自治体の合併に焦
点を当てた。主な実施方法（取組み）は、
合併当時の首長・議長16人（10の合併
市町の旧市町村単位）に対して合併協議
や合併実績に関するインタビュー調査を、
対面式で実施した（オーラル・ヒスト
リー）。その内訳は首長８人、議長８人
である。

▼おわりに（まとめ・今後の展開）

結果としての合併評価は直視されなければならない一方、新たな行財政課題が生じるなかで、合併
検証が丁寧に行われていないことが根本的な問題としてある。今後の展開としては、①合併効果を、
コミュニティ活動等にまで広げて明らかにする。②『合併証言録』を出版する。合併時の首長、議会
議長には長時間のインタビューに真摯に対応していただき、この場を借りて感謝を申し上げます。


